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（２）各指標の概要 
 

ア 実質赤字比率 
   一般会計等の収支の赤字の大きさを表す実質赤字比率は、収支が黒字であったため、

昨年度と同様数値が算定されず、「－」としています。 
 

 イ 連結実質赤字比率 
一般会計等に、水道事業や中央卸売市場事業などの公営企業会計も加えた連結実質赤

字比率も、収支が黒字であったため、昨年度と同様数値が算定されず、「－」としていま

す。 
 

ウ 実質公債費比率 
当該年度の公債費負担の大きさを表す実質公債費比率については、昨年度と同率の 

「１２．６％」となりました。早期健全化基準である２５％のほぼ半分の数値となって
います。 

全国順位は、数値が低いほうから１５番目となっています。 
 

エ 将来負担比率 
   地方債残高などの負債の大きさを表す将来負担比率については、昨年度から５ポイン

ト増加し、「１９０．９％」となりました。これは、主に分子となる将来負担額のうち、
地方債残高が増加したことによります（32 ページ参照）。なお、早期健全化基準である  

４００％を大きく下回っています。 
全国順位は、数値が低いほうから６番目となっています。 

 
 

オ 資金不足比率 
公営企業会計の資金不足の大きさを表す資金不足比率については、水道事業などの企

業会計や中央卸売市場事業などの特別会計のいずれにおいても、資金不足が生じなかっ
たため、昨年度と同様数値が算定されず、「－」としています。 
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■財政健全化法に基づく健全化判断比率の状況 （20年度）
＊平成21年10月2日現在 （単位：％）

順位
※低い
順

順位
※低い
順

1 北 海 道 － － 22.3 47 346.0 46
2 青 森 県 － － 16.6 38 233.4 21
3 岩 手 県 － － 14.8 29 312.4 45
4 宮 城 県 － － 14.7 28 277.1 41
5 秋 田 県 － － 14.2 25 263.9 35
6 山 形 県 － － 14.8 29 269.6 36
7 福 島 県 － － 12.7 17 200.6 11
8 茨 城 県 － － 14.4 26 288.7 44
9 栃 木 県 － － 12.7 17 165.8 5

10 群 馬 県 － － 9.5 3 198.6 9
11 埼 玉 県 － － 12.5 14 241.7 25
12 千 葉 県 － － 11.7 10 218.9 16
13 東 京 都 － － 5.5 1 63.8 1
14 神 奈 川 県 － － 8.9 2 206.9 13
15 新 潟 県 － － 16.8 40 281.0 42
16 富 山 県 － － 16.9 41 276.2 39
17 石 川 県 － － 14.4 26 270.7 37
18 福 井 県 － － 13.3 22 234.6 22
19 山 梨 県 － － 12.9 20 247.1 27
20 長 野 県 － － 15.9 36 221.4 17
21 岐 阜 県 － － 17.6 43 249.8 29
22 静 岡 県 － － 11.7 10 248.1 28
23 愛 知 県 － － 10.8 6 227.4 19
24 三 重 県 － － 12.6 15 190.9 6
25 滋 賀 県 － － 13.5 23 257.6 33
26 京 都 府 － － 11.3 9 245.2 26
27 大 阪 府 － － 16.6 38 288.6 43
28 兵 庫 県 － － 19.9 46 360.1 47
29 奈 良 県 － － 11.8 12 252.2 30
30 和 歌 山 県 － － 10.1 4 207.1 14
31 鳥 取 県 － － 11.0 7 153.7 3
32 島 根 県 － － 17.9 44 225.4 18
33 岡 山 県 － － 14.8 29 254.2 31
34 広 島 県 － － 15.5 35 257.8 34
35 山 口 県 － － 11.8 12 237.1 24
36 徳 島 県 － － 19.0 45 276.5 40
37 香 川 県 － － 14.8 29 234.8 23
38 愛 媛 県 － － 17.2 42 199.6 10
39 高 知 県 － － 16.1 37 193.6 7
40 福 岡 県 － － 13.9 24 255.4 32
41 佐 賀 県 － － 14.9 33 159.3 4
42 長 崎 県 － － 10.1 4 201.2 12
43 熊 本 県 － － 13.0 21 231.8 20
44 大 分 県 － － 12.8 19 212.4 15
45 宮 崎 県 － － 12.6 15 194.3 8
46 鹿 児 島 県 － － 15.3 34 272.6 38
47 沖 縄 県 － － 11.2 8 129.7 2

都道府県平均 13.9 234.8
都道府県平均（東京都除き） 14.1 238.5
＊都道府県平均は、単純平均

将来負担比率都道府県名 連結実質赤字比率実質赤字比率 実質公債費比率
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■ 健全化判断比率及び資金不足比率 用語解説 
 
 
１ 実質赤字比率 
 
  一般会計と一部の特別会計（母子及び寡婦福祉資金貸付事業特別会計など）を対
象として、毎年度における収支の赤字の大きさを示す指標です。 

 ※ 一般会計と一部の特別会計を合わせた概念を、以下「一般会計等」とします。 
   
             一般会計等の実質赤字額 
  実質赤字比率 ＝  

                標準財政規模 
 
 
２ 連結実質赤字比率 
 
  一般会計等に加え、公営企業会計まで（すなわち、全会計）も対象として、毎年
度における収支の赤字の大きさを示す指標です。 

  なお、算定の過程で、全会計の黒字、赤字を足し合わせて、結果として赤字とな
った場合に、比率が算定されます。 

 
 
                連結実質赤字額 
  連結実質赤字比率 ＝ ――――――――――― 

                 標準財政規模 
 
 
３ 実質公債費比率 
 
  当該年度の公債費負担の大きさを示す指標です。その対象は、一般会計等の起債
に係る元利償還金のほかに、公営企業会計や一部事務組合の起債に係る元利償還金
に対する一般会計等の負担などにも広がっています。 

 ※過去３カ年平均で算定します。 
 
 
 
 
            元利償還金等 －（ 特定財源 ＋ 元利償還金等に係る交付税措置額 ） 
  実質公債費比率 ＝ ――――――――――――――――――――――――――――――― 
               標準財政規模   －   元利償還金等に係る交付税措置額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連結実質赤字額は、全会計の黒字、
赤字を足し合わせ、トータルで赤字
となった場合に計上 

・地方債の元利償還金 
・公営企業債の元利償還金に対する一般会計等からの負担 など 

国庫支出金など元利償還金
等に充当した特定財源 
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４ 将来負担比率 
 
  これまでの財政指標には、単年度における支出額の大きさを示すフロー指標しか
なかったところですが、負債（地方債残高など）の大きさを示すストック指標とし
て、新たに設けられた指標です。 
この指標は、地方公共団体全体の会計に加えて、地方公社、第三セクターの負債

までも対象として、将来、一般会計等の負担がどの程度あるかを示すものです。 
 

 
 
 
 
 
 
 
             将来負担額 －（ 特定財源 ＋ 地方債現在高に係る交付税措置額 ） 
  将来負担比率 ＝ ―――――――――――――――――――――――――――――――― 
              標準財政規模   －   元利償還金等に係る交付税措置額 
 
 
 
 
 
 
５ 資金不足比率 
 
  公営企業に係る資金不足の状況を示す指標で、各会計ごとに表します。なお、決
算年度の末日において資金不足（資金の赤字）が生じている場合に数値が算定され
ます。 

 
 
 
            資金不足額 
  資金不足比率 ＝ ――――――― 
             事業規模 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・企業会計は、「流動負債－流動資産」 
・特別会計は、実質赤字の額 

営業収益－受託工事収益（本業の収入規模） 

・地方債現在高 
・債務負担行為に基づく支出予定額 
・公営企業債の償還に充てるための一般会計等からの負担見込額 
・退職手当負担見込額 
・県が損失補償等を付している出資法人の負債に対する一般 
会計等の負担見込額               など 

・将来負担額に充当した特定財源 
・将来負担額に充当が可能な基金残高 
 （財政調整基金、県債管理基金  等） 
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